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Ⅰ．緒　　　　　言

現在，日本における前立腺癌の推定罹患数は約

2万人といわれ，男性の全癌患者の中で6.4％を占
める．罹患数・年齢調整罹患率はともに増加傾向

であり，2020年には肺癌についで男性悪性腫瘍

の2番目になると予測されている1）．一般に初期

の前立腺癌は無症状であるため，早期診断には血

清前立腺特異抗原（PSA）測定による前立腺癌検
診が重要とされてきた．PSA高値などにより前立
腺癌が疑われた場合は，経直腸的前立腺針生検が

選択され，その結果，簡便で，汎用されているDʼ
Amicoリスク分類により，治療方針が決定される．
近年，米国および本邦において，PSA検診の前立
腺癌死亡率低下に対する有効性についての疑問も

呈されている．一方で，欧米に比べ検診普及率は

低く，その事が本邦における初発前立腺癌にハイ

リスク癌が多いことの原因であるとも考えられて

いる2）．また，PSA検診の採用は自治体が決定し
ているため，国内においても自治体間での検診普

及率の差が前立腺癌の臨床像に影響を与えている

可能性が推察されている．

前立腺癌は手術，放射線治療，ホルモン療法，

待機療法など治療の選択肢が多い一方で，腹腔鏡

手術，小線源療法，重粒子線療法など特殊な設備・

技術を要する治療も多く，治療内容には地域差，

施設差があると考えられるが，これまでに地域差，

施設差に関する検討は行われていない．今回われ

われは，前立腺癌の臨床像，治療内容の地域間，

施設間の違いを検討するために，東京慈恵会医科

大学（慈恵医大）の附属病院を含めた関連12施

設での前立腺針生検の成績と各施設での新規前立

腺癌患者の治療方針について調査を行った．

Ⅱ．対 象 と 方 法

平成19年1月1日から平成19年12月31日に慈

恵医大の関連12施設（東京慈恵会医科大学附属

病院・青戸病院（現・葛飾医療センター）・柏病院・

第三病院・社会保険大宮総合病院・厚木市立病院・

平塚共済病院・立正佼成会附属佼成病院・富士市

立中央病院・町田市民病院・JR東京総合病院・
神奈川県立汐見台病院）の泌尿器科において前立

腺針生検を受けた前立腺癌の既往のない前立腺癌

患者を対象とした．各施設を順に，A病院，B病院，
C病院，D病院，E病院，F病院，G病院，H病院，
I病院，J病院，K病院，L病院として明記する．
生検方法は，各施設で定められているが，日帰り

から2泊3日の入院で行っており，検査時の麻酔

は，患者の希望，直腸診のみでも痛みが強い患者

以外は，キシロカインゲルの直腸内注入による浸

潤麻酔を行っていた．生検本数は8-10本で，病

理医は各施設の病理医または，慈恵医大の病理医

が，前立腺癌取扱い規約（2001年版）に基づき行っ

た．検討項目は前立腺針生検の陽性率と各施設で

前立腺癌の浸潤パターン，構造異型の程度をスコ

OBJECTIVE: To clarify the differences in clinical features and treatments of prostate cancer among 12 
institutions, including The Jikei University Hospital and its affiliated hospitals, we examined the results of 
prostate needle biopsy and the therapeutic strategy for newly diagnosed cases of prostate cancer to standardize 
the method of diagnosis and treatment.
METHODS: The results of prostate needle biopsy and the therapeutic strategy for newly diagnosed prostate 
cancer in 2007 were compared among the institutions.
RESULTS: A total of 1590 transrectal prostate needle biopsies were performed and 682 cases (42.9%) of 
prostate cancer were diagnosed. A total of 819 patients with newly diagnosed prostate cancer were treated. Of 
these patients, 275 (33.6%) were treated with hormonal therapy, 243 (29.7%) were treated with radical 
prostatectomy;RP and 218 (26.6%) were treated with radiotherapy.
CONCLUSION: The survey suggests that the patient characteristics and therapeutic strategies differ 
somewhat among 12 institutions. 

Further investigation is required regarding whether the difference in therapeutic strategy affects 
outcomes.

（Tokyo Jikeikai Medical Journal 2013;128:17-23）　

Key words: prostate cancer, prostate specific antigen (PSA), prostate needle biopsy, therapeutic strategy
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アリングしたグリソンスコア（GS），新規前立腺
癌患者における平均年齢，初診時PSA値，局所
癌リスク分類別／臨床病期別リスク分類（PSA値・
GS・臨床病期を組み合わせたDʼAmicoの分類3））

および治療方針とした．有意差検定には各施設に

おける生検陽性率，治療方針の検討にはχ2検定

を，各施設におけるリスク分類，リスク別治療方

針，新規局所限局前立腺癌患者の治療傾向の検討

には t検定を用い，P＜0.05を有意差ありとした．

Ⅲ．結　　　　　果

１．前立腺針生検

平成19年に行われた経直腸的前立腺針生検の

患者総数は1,590人であった．そのうち682人
（42.9％）が前立腺癌と診断された．各施設の針
生検陽性率をFig. 1に示す．大学病院群と関連病
院群を比較しても生検陽性率に有意差はなかった

（p＝0.133）．また，前立腺癌と診断された中で

GS7が234人（34.3％），GS≦6が215人（31.5％），
GS≧8が233人（34.2％）を占めた．各施設間で
もGS≦6，7，≧8で有意差は無かった（p＝0.9626）
２．新規前立腺癌に対する治療方針

１）患者背景

平成19年に新規前立腺癌患者の治療を開始し

た患者総数は819人である．平均年齢は68 ～

74.1歳，平均PSAは12.4 ～ 326 ng/mlであった．
２）リスク分類における治療方針

局所限局前立腺癌患者819人をPSA，直腸診に
よる臨床病期，GSからなるDʼAmicoのリスク分
類に従い施設ごとに集計した（Table 1）．全体で
は低リスク群：230人（28％），中間リスク群：

291人（35.5％），高リスク群：298人（36.5％）
であった．また，大学病院群と関連病院群を比較

すると，低リスク群：163人（30.5％）vs 67人
（23.5％），中間リスク群：198人（37.1％）vs 93
人（32.6％），高リスク群：173人（32.4％）vs 
125人（43.9％）であり，大学病院群の方が，有
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Fig. 1. Positive rate of prostate needle biopsy.

A； The Jikei University Hospital
B； The Jikei University Katsushika Medical Center
C； The Jikei University Kashiwa Hospital
D； The Jikei University Daisan Hospital
E； Social Insurance General Omiya Hospital
F； Atsugi city Hospital
G； Hiratsuka Kyosai Hospital
H； Rissho Kosei-kai Hospital
I； Fuji City General Hospital
J； Machida Municipal Hospital
K； JR Tokyo General Hospital
L； Kanagawa Prefectural Shiomidai Hospital

Table 1. Characterization of patients as newly diagnosed prostate cancer startification by D'amico classification

A; The Jikei University Hospital B; The Jikei University Katsushika Medical Center C; The Jikei University Kashiwa Hospital
D; The Jikei University Daisan Hospital E; Social Insurance General Omiya Hospital F; Atsugi city Hospital
G; Hiratsuka Kyosai Hospital  H; Rissho Kosei-kai Hospital I; Fuji City General Hospital J; Machida Municipal Hospital
K; JR Tokyo General Hospital L; Kanagawa Prefectural Shiomidai Hospital

A B C D E F G H I J K L

Case 320 57 101 56 41 58 25 33 22 58 19 29

D'Amico
classification

 (%)
Low 36.9 14.1 30.7 10.7 14.7 20.6 16 36.4 18.2 25.8 26.3 31.1

Intermediate 36.6 33.3 39.6 39.3 34.1 32.8 8 39.4 22.7 39.7 31.6 37.9

High 26.6 52.6 29.7 50 51.2 46.6 76 24.2 59.1 34.5 42.1 31
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意に低リスク群が多く，高リスク群が少なかった

（p＝0.0041）（Fig. 2）．初期治療としては内分泌
療法が275人（33.6％）ともっとも多く，次が
243人（29.7％）の前立腺全摘術であった．低リ
スク群では前立腺全摘が73人（31.7％），放射線
療法が72人（31.3％）とほぼ同数で多く，待機療
法が42人（18.7％）であったのに対し，内分泌療
法は36人（16.5％）と他の群に比べ少なかった．
中間リスク群では前立腺全摘が103人（35.4％）
ともっとも多く，内分泌療法併用を含む放射線療

法が80人（27.5％），内分泌療法が79人（27.1％）
とほぼ同数であった．高リスク群では，内分泌療

法が160人（53.7％）と半数以上を占めた．前立
腺全摘術は67人（22.5％）に施行されているが，
開腹前立腺全摘術が94％を占めた．また，放射

線治療は66人（22.1％）に施行しているが，低リ
スク群・中間リスク群と比べ小線源療法が少なく，

ホルモン療法併用外照射併用高線量率組織内照射

（HDR/EBRT）が多かった．一方で待機療法を選
択した患者はいなかった（Table 2）．
次に，リスク別で大学病院群と関連病院群の初

期治療の比較をした（Fig. 3）．前立腺全摘術にお
いては，低リスク群・中間リスク群ともに有意差

はなかったが，高リスク群において大学病院群が

多かった．放射線療法においては，各リスク群の

大学病院群で多かった．一方で，内分泌療法は少

なかった．待機療法においては，低リスク群では

有意差はないが，中間リスク群では大学病院群が

有意に多かった（p＜0.0001）．
次に局所限局前立腺癌間患者の施設毎の治療方

針の違いを検討した（Fig. 4）．大学病院（総数
521人）と関連病院（総数298人）に分けての検

討では，前立腺全摘術：170人（32.6％）vs 76人
（25.5％）放射線療法：185人（35.6％）vs 36人
（12.1％）・内分泌療法：119人（22.6％）vs 173人
（58.0％）・待機療法群：47人（9.2％）vs 13人（4.4％）
であった（Fig. 5）．患者背景は異なるものの，大
学病院群で有意に前立腺全摘・放射線治療が多く，

関連病院群では内分泌療法が多いという結果で

あった（p＜0.0001）．初診時有転移症例（臨床病
期D）は大学病院群10.4％であったのに対しに関
連病院群では16．4％であった（p＝0.9077）．

Ⅳ．考　　　　　察

前立腺癌は，剖検による検討で，高齢者の60-

70％に生命予後に影響しない前立腺癌が存在し，

70歳以降では20-30％に癌が認められるとの報告

もあるほど罹患率が高い疾患である一方で4）-6），

一般に他臓器癌に比べ進行は緩徐であり，手術・

放射線・内分泌療法など多くの治療が有効である

疾患である．2012年版前立腺癌診療ガイドライ

ン7）では，前立腺癌初期治療のアルゴリズムとし

て，まず限局性癌・局所進行癌・遠隔転移を有す
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Fig. 2.  A comparison of patients as newly diagnosed prostate 
cancer of DʼAmico classification in 4 Jikei hospitals vs 
affiliated hospitals.

Table 2. therapy of patients as newly diagnosed prostate cancer

Local prostate cancer

Total Low risk Intrmd risk High risk Total

230 291 298 819

RP
Open 47 72 63 182

Laparoscopic 26 31 4 61

Radiation

Brachytherapy 55 52 1 108

HDR/EBRT 0 0 37 37

EBRT 6 19 25 50

others 11 9 3 23

Hormonal therapy 36 79 160 275

Active surveillance 42 18 0 60

Others 7 11 7 25

HDR/EBRT: Combined High dose rate brachytherapy and Extra 
beam radiation therapy
EBRT: External beam radiotherapy
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る癌に病期診断を行い，限局性癌はさらにDʼ
Amico分類で低・中間・高リスクに分類する．限
局性癌の治療として，手術療法・放射線療法が主

となし，低リスクではPSA監視療法，中間・高
リスクでは放射線療法とホルモン療法の併用も考

慮される．局所進行癌は超高リスクに分類され，

治療は主として，放射線療法とホルモン療法の併

用であるが，過大評価症例もあるため，手術療法

も選択肢の一つとなる．遠隔転移を有する癌での

標準的初期治療はホルモン療法とされている8）9）．

また，欧米では男性における癌罹患率が1位，

死亡率が2位であることから，近年注目を集め，

その結果，本邦においても前立腺癌検診の普及な

どにより，診断数が増加している．しかしながら，

検診普及率には地域差があり，診断法である前立

腺針生検方法や治療法にも施設間による差がある

ことが想定された．そこで，今回われわれは，関

連病院間における前立腺癌の臨床像の違いを明確

にし，将来的には診断および治療方法の標準化を

目指すことを目的に，本検討を行った．

PSA検診が普及している欧米に比べ，本邦では
PSA検診の普及率はいまだ低く，2006年度前立
腺研究財団の調査では全国で検診を導入している

市町村は71．2％であった10）．このことは本邦に

おいて，ハイリスク前立腺癌が多い原因とも考え

られるが，欧米との差が検診暴露率によるもので

あるかは，さらに詳細な検討が必要である．本検

討における前立腺針生検1,590人のうち，358人
（22.5％）を占める慈恵医大附属病院では2007年
4月より前立腺がん地域医療連携CaPMnet（Cancer 
of the Prostate Management network）を運用してお
り，600施設余りの医療機関と連携し，大学病院

と診療所の役割を明確化している11）．また，関連

病院でも JR総合病院，厚木市民病院のある新宿
区，厚木市などでは前立腺癌検診を行っている．

今回の検討では，これら3施設は生検受診者の平

均年齢（p＝0.017）・平均PSA値（p＝0.107）は
低い傾向にあるものの，生検陽性率・癌のGSに
は有意差を認めなかった（p＝0.107）．癌特異生
存率に検診暴露率が関与してくるかは，今後の検

討課題であるが，年齢，PSA値が低くとも生検陽
性率に有意差ないことから，検診を受けることに

より，前立腺癌をより早期に発見できる可能性が
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Fig.3.  A comparison of the trend of prostate cancer treatment for 
patients as newly diagnosed prostate cancer according to 
D'Amico classification in 4 Jikei hospitals vs affiliated 
hospitals.
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Fig.4. The trend of prostate cancer treatment for patients as 
newly diagnosed prostate cancer.
A; The Jikei University Hospital
B; The Jikei University Katsushika Medical Center
C; The Jikei University Kashiwa Hospital
D; The Jikei University Daisan Hospital
E; Social Insurance General Omiya Hospital
F; Atsugi city Hospital
G; Hiratsuka Kyosai Hospital
H; Rissho Kosei-kai Hospital
I; Fuji City General Hospital
J; Machida Municipal Hospital
K; JR Tokyo General Hospital
L; Kanagawa Prefectural Shiomidai Hospital
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あると考えられた．

施設ごとにおける治療方針の検討では，施設間

で患者背景・治療方針に違いがあることが示唆さ

れた．局所前立腺癌におけるDʼAmicoのリスク分
類による検討では，関連病院にくらべ，大学病院

において低リスク癌が有意に多かった．これは，

紹介率や地域の検診普及率が影響していることが

考えられた．低リスク群では手術または放射線治

療による根治療法が多い一方で，高齢者を中心に

待機療法も行われ，内分泌療法の導入は少数で

あった．中間リスク群では，治療が分散していた．

高リスク群は一般に single modalityによる治療で
は根治が困難とされるため，内分泌療法が導入・

併用される症例が多かった．また，放射線治療で

もホルモン療法併用HDR/EBRTや手術でも拡大
リンパ節郭清を施行する開腹手術が選択される症

例が多かった．また，各リスク群における大学病

院群と関連病院群の治療方針においても大きく違

いが見られた（Fig. 3）．
施設間での治療方針の検討では，大学病院では

前立腺全摘術，放射線治療が多く，関連病院では

内分泌療法が多いという傾向がみられた．これに

影響を与える因子として，患者背景および治療設

備の違いがあると考えられた．PSA検診曝露率は
米国が70-80％であるのに対して，日本は5-10％

と推定されている12）．そのため，初診時の転移癌

比率は米国では5％であるのに対し，本邦では

30％といわれている．今回の検討でも大学病院群

における初診時転移症例（病期D）が10.4％であっ
たのに対し関連病院群では16.4％と多かった（p
＝0.9077）．
また，放射線治療の選択率は関連病院間でも大

きな差が認められた．今回最も症例数の多かった

慈恵医大附属病院では，主に低～中間リスク群の

放射線治療に対して小線源療法，高リスク群に対

してHDR/EBRTを施行可能な施設であり，放射
線治療を希望する患者様の紹介も近年増加してい

る．病院ごとの放射線治療設備の有無だけではな

く，施設周辺の放射線治療設備を保有する施設と

の病診連携の構築も影響を与えていると考えられ

た．さらに，かかりつけ病院の放射線の治療設備

の有無により患者側の治療選択にバイアスがかか

ることも考えられ，それが施設間の差につながっ

ている可能性も考えられた．

本検討の問題点として，病理診断の施設差が挙

げられる．施設毎の病理診断は各施設の病理医が

行っているが，前立腺癌におけるグリソンスコア

の診断は病理医によってばらつきがある事が知ら

れている13）．本検討では中央病理診断を行ってい

ないため，施設間の病理診断の不一致がリスク診

断，治療選択，予後に影響を与えている可能性は

否定できない．

本検討では，慈恵医大附属病院，関連病院間で

一定の患者背景および治療方針の違いが存在する

ことが示唆された．しかし，現在の医療情勢の中

で各施設が独自の特色を発揮することは必要でも

ある．慈恵医大泌尿器科学講座では，各疾患の治

療方針の標準化を目的として，「臨床プロトコー

ル」を毎年発行してきた．それにより低リスク群

の内分泌療法が少ない，高リスク群での待機療法

が少ないなど，各リスク群に対する基本的な治療

方針は一定のコンセンサスが得られていることが

確認された．しかしながら，本検討で認められた

治療方針の違いが，生存率に影響を与えうるもの

であった場合には各施設間格差と認識されるた

め，患者の予後を含めた今後の検討が必要である

と考えられた．
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Fig.5.  A comparison of the trend of prostate cancer treatment for 
patients as newly diagnosed prostate cancer in 4 Jikei 
hospitals vs affiliated hospitals.
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Ⅴ．結　　　　　論

平成19年に，慈恵医大附属病院を含めた関連

12施設で行った前立腺針生検の成績と各施設で

の新規前立腺癌患者の治療方針を検討した．

施設毎の生検陽性率に有意差はなかったが，治

療方針の違いが存在した．

その違いが患者の予後に関わるかは今後の検討

が必要である．

本研究にご協力いただいた各施設の先生方

に厚く御礼申し上げます．
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